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テーマ1 社会・生態システムの統合モデルの構築と
科学-政策インターフェースの強化

達成目標：

⚫ 我が国を中心に、生態系レベルの事象に焦点をあて、人口動態の変化や土地利用変
化等による自然資本や生態系サービスの自然的・社会経済的価値の将来予測・評価が
可能となるような社会・生態システムの将来シナリオ分析の統合モデルを構築する

⚫ 統合的情報プラットフォームを整備し、テーマ２からテーマ４までの研究成果・統合モデ
ルによる予測評価結果を活用するための一連のスキームを構築するとともに、今後の
我が国における生物多様性政策に反映させる

⚫ 将来シナリオ構築と自然資本・生態系サービスの予測評価の方法論をアジアの他地域
に適用しつつ、世界、アジア地域及び日本国内の科学-政策インターフェースを強化する
ための要因分析とそれに基づく政策提言をする

1-1. 統合的な情報プラットフォームの整備を通じた社会・生態システムの統合
モデルの構築（東大）

1-2. 将来シナリオ毎の基本フレーム分析（UNU-IAS）
1-3. 気候・生態系変動に関する変化要因（ドライバー）と政策オプションの分析

(NIES)
1-4. 自然資本・生態系サービスに関する国際的な科学‐政策インターフェース強化
とアジア展開(IGES)
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テーマ・サブテーマ間の協力関係
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テーマ2
陸域の自然資本・
生態系サービス

テーマ3
海域の自然資本・
生態系サービス

テーマ4
価値・ガバナンス・
包括的福利

サブテーマ1(1)
統合モデル
将来シナリオ

サブテーマ1(2)
人口・土地利用
の基本フレーム

サブテーマ1(3)
気候変動
緩和・適応策

サブテーマ1(4)
科学-政策イン

ターフェース

テーマ1
社会・生態システムの統合モデルの構築と科学-政策インターフェースの強化

人口・土地利用

連携研究

将来シナリオ 連携研究

統合モデル
気候変動予測

連携研究
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サブテーマ1(1) 統合的な情報プラットフォームの整備
を通じた社会・生態システムの統合モデルの構築
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①全国レベルの将来シナリオ構築

②事例地域におけるシナリオ分析

③情報プラットフォームの整備

デルファイ法を活用して主要な不確実
要因・基調条件を抽出する方法を考案

【能登】全国シナリオのダウンスケール

【佐渡】住民参加型でのシナリオ構築
ウェブサイトの構築・コンテンツの拡充

広報資料（動画・パンフレット）、マッピ
ングツールの開発

1997年比でのESの変化

Kabaya et al. (2018), Hashimoto et al. (2018)

研究開発目的・目標

⚫ 統合的な情報プラットフォームの更新・機能強化を通じて社会・生態システムの統合モデルによる
シナリオ分析を促進する

⚫ 能登・佐渡の生態系サービス評価範囲の拡大、シナリオ分析の高度化を図るとともに、自然資本
や生態系サービスの保全、持続的な利用を促す政策を提言する

研究開発内容



サブテーマ1(1) 全国将来シナリオの構築
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自然資本活用

人口集中 人口分散

人工資本活用

• 高い食料・資源自給率（国産志向）
• 国内漁業資源の管理
• エコツーリズム需要の拡大
• グリーンインフラやEco-DRRの拡大
• 再生可能エネルギーの利用拡大

• 食料・資源の輸入拡大（海外志向）
• 養殖の拡大
• ICTやAIの活用による生産性の向上
• 従来型のインフラの拡充
• 発電・エネルギー利用の高効率化
• 二酸化炭素貯留技術の活用

• コンパクトシティー化の進展
• 集中型の熱・エネルギー
• 低・未利用地の再自然化
• 目的志向の繋がり強化

• 田園回帰の進展
• 分散型の熱・エネルギー
• 地方分権のさらなる進展
• 地縁に基づく繋がり強化

自然資本・コンパクト型社会 自然資本・分散型社会

人工資本・コンパクト型社会 人工資本・分散型社会



社会・生態システムの統合モデルの全体像

生態系機能・生態系サービス(ES)評価
モデル群の連携（テーマ1～4）

人口・産業
サブモデル

土地利用
サブモデル

自然資本・
コンパクト型

社会

自然資本・
分散型社会

人工資本・

コンパクト型
社会

人工資本・
分散型社会

将来シナリオ
（サブテーマ１）

基本フレーム
（サブテーマ2）

陸域生態系

海域生態系

包括的福利

陸域ES自然的
価値評価

陸域ES

海域ES

樹木形質

一次・二次生産力

政策オプション・重層的ガバナンス

気候応答
RCP

一次産業
人口

集中/分散化

居住地、水田、畑地、そ
の他農地、耕作放棄地、
草地、自然林、二次林、
人工林、その他

供給
調整
文化

保護区

新国富・地域の富指数

社会経済的
価値評価

海域ES自然的
価値評価

花粉媒介、牡蠣養殖、
レクリエーションの社
会経済価値
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宅地需要
制約 気候変動・

海洋酸性化

保護海域

人口あたりの各種
ES需要量

農地面積、
人工林面
積等から
ES供給力

陸域：耕作放棄地の転用（植林・自然再生）、国産農林産物の
利用拡大インセンティブ（認証制度等）、環境教育

海域：藻場の保護・拡大、漁港の集約化、海洋保護区の拡大、
海産物利用拡大インセンティブ（認証制度等）、環境教育

人工資本/自然資本

気候応答
RCP

供給
調整
文化

自然資本の価値

総額

一人当たり

流域連携

6



サブテーマ1(1) 情報プラットフォームの構築
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PANCESの公式HP上に下記の情報を一般公開（https://www.nies.go.jp/pances/）
① 現時点で公表可能な研究成果のWebマップ
② 生態系サービス評価を活用した行政施策立案のグッドプラクティス
→2021年度に国立環境研究所に管理を移管済

市区町村別の集計

メッシュレベルでのシナリオ間比較

メニュー

統合指標としてエコロジカル・フットプリントの他、シナリオ
別の人口、土地利用、供給サービス、沿岸域環境要因の
データを収録

行政課題類型、地域戦略の施策・取組分類で検索可能



サブテーマ1(2) 将来シナリオ毎の基本フレーム分析

研究開発目的・目標

⚫ 複数の将来シナリオのストーリーライン（定性的な叙述）に応じた人口動態、土地利
用の2050年までの変化を予測するモデルをプロジェクト全体で共通の基本フレーム
（人口・土地利用）として検証可能な手続きのもとで提示

⚫ 人口予測に基づき、代表的な生態系サービス（農産物・海産物）の将来的な需要の
評価を行うとともに、土地利用予測から生態系サービスの供給力の評価を行い、需
給ギャップ分析の方法論と分析結果を提示

研究開発内容
① 将来シナリオ毎の人口分布の予測評価
② 将来シナリオ毎の土地利用の予測評価

③ 移住と二地域居住、関係人口の実態把
握と予測評価モデルの開発

④ 生態系サービスの需給ギャップ分析

⑤ 事例研究サイト（石川県）における高空
間解像度のシナリオ分析

⑥ アジア展開：バングラデシュでの参加型
シナリオ作成

⑦ モデリングトレーニングセミナーの実施
⑧ 政策支援ツール開発
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自然資本活用

人口集中 人口分散

人工資本活用

自然資本・
コンパクト型社会

自然資本・
分散型社会

人工資本・
コンパクト型社会

人工資本・
分散型社会

シナリオ別での人口分布予測 シナリオ別での土地利用予測

自然資本・
コンパクト

型
（ＮＣ）

自然資本・
分散型
（ＮＤ）

人工資本・
コンパクト

型
（ＰＣ）

人工資本・
分散型
（ＰＤ）

増加
メッ
シュ

減少
メッ
シュ

500mメッシュで2050年の人口と土地利用の予測・地図化



◼土地利用シナリオ分析結果概要(解像度：500mメッシュ)

◼人口分布シナリオ分析結果概要(解像度：500mメッシュ)

サブテーマ1(2) 2050土地利用・人口分布推計結果の概要

1998 BAU

% % % (BAU比) % (BAU比) % (BAU比) % (BAU比)

住宅地 4.2 4.2 3.5 3.8 3.7 4.0

⽔⽥ 8.6 7.5 8.3 6.9 8.8 7.6

畑地 3.8 3.3 3.9 3.3 4.1 3.6

その他耕作地 3.1 2.7 3.1 2.5 3.2 2.8

放棄農地 0.1 0.3 0.0 0.4 0.0 0.2

草地・その他植⽣ 2.7 3.9 3.7 6.8 1.4 3.9

⾃然林 13.8 13.8 14.1 13.8 14.1 13.8

⼆次林 19.4 17.4 19.4 21.3 19.4 21.3

⼈⼯林 20.0 22.6 19.7 16.7 20.8 18.4

その他 24.3 24.3 24.3 24.3 24.3 24.3

土地利用被覆割合
コンパクト×自然資本 コンパクト×人工資本 分散×人工資本分散×自然資本

-6.0 0.0 6.0 -6.0 0.0 6.0 -6.0 0.0 6.0 -6.0 0.0 6.0

2015 BAU

実数 実数 実数 BAU比(%) 実数 BAU比(%)

⼈口総数(万⼈) 12,709 10,192 10,199 10,176

居住メッシュ数 471,066 425,776 413,013 450,606

無居住化メッシュ数 － 45,248 58,053 20,460

居住メッシュの平均⼈口密度

(⼈/500mメッシュ) 270 239 248 226

概要データ
コンパクト型 分散型
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非居住エリア
無居住化メッシュ

居住エリア
（人口密度[人/500mメッシュ]）

サブテーマ1(2) 年齢別・シナリオ別人口分布推計
2015年

総人口：1億2709万人

BAU（2050）
総人口：1億192万人

無居住化メッシュ：45,248 コンパクト型（2050）
総人口：1億199万人

無居住化メッシュ：58,053
BAU比28％増

[属する1㎞メッシュで全コーホート
が1人未満のメッシュ(国交省基準)]

東北・中部の内陸部などにも
人口集中拠点が多数分散的に形
成され、無居住化メッシュは減る

人口集中拠点は中心部の高密度エ
リアに人口がより集中する都市構造
となり、無居住化メッシュは増える

■結果Legend

Results_OldMuniModel

Com_S_NoRes

1

Ishikawa

N03-501001_17-g_AdministrativeBoundary

Results_OldMuniModel

Com_S_To_1

0.000000 - 10.000000

10.000001 - 20.000000

20.000001 - 50.000000

50.000001 - 100.000000

100.000001 - 150.000000

150.000001 - 200.000000

200.000001 - 250.000000

250.000001 - 300.000000

300.000001 - 350.000000

350.000001 - 400.000000

400.000001 - 500.000000

500.000001 - 600.000000

600.000001 - 800.000000

800.000001 - 1000.000000

1000.000001 - 1250.000000

1250.000001 - 1500.000000

1500.000001 - 2000.000000

2000.000001 - 2500.000000

2500.000001 - 3000.000000

3000.000001 - 5565.896903

Ishikawa

分散型（2050）
総人口：1億176万人

無居住化メッシュ：20,460
BAU比55％減
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入力 計算 需給ギャップ分析

自然資本・分散型社会シナリオでの
コメ需給ギャップ分析

宮本大志, 芳賀智宏, 松井孝典, 堀啓子, 齊藤修, 橋本禅:地域循環共生圏の形成に向けた生態系サービスの需給ギャップ分析と地域連携効果の評価,                   

第48回環境システム研究論文発表会講演集, 48, 133, 2020.10.

PANCESシナリオ 1,896市区町村

207生活圏

11

0

50

100

150

Current PC NC PD ND

P
o
p
u
la

ti
o
n
 (

m
il
li
o
n
)

0

50

100

1,986 municipalities 207 Living Zone

P
o
p
u
la

ti
o
n
 (

m
il
li
o
n
)

1,896市区町村 207生活圏

コ
メ
供
給

大規模
バランス

需要過多

供給過多

小規模
バランス

コメ需要

人
口

(１
０
０
万
人

)

人
口

(１
０
０
万
人

)

1(2)生態系サービス需給ギャップの可視化手法の開発
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1(2)統合モデルの海外適用：シナリオ構築@バングラデシュ

■対象地域：チャトグラム首都圏（CMA）
■方法：参加型ワークショップによるCMAの将来シナリオの作成と土地利用変化予測モデルの開発
→多分野の専門家の議論により、生態系及び生物多様性も変化をもたらすドライバーを特定
→それに基づくシナリオ軸候補の中から参加者の投票により2軸を選択

■結果：「人工資本vs自然資本」と「生態系の積極的管理vs消極的管理」の2軸による4シナリオ作成

構築された4シナリオ 土地利用のシナリオ分析のためのデータ整備



サブテーマ1(3) 気候・生態系変動に関する変化要因
（ドライバー）と政策オプションの分析

研究開発目的・目標
IPCC AR5等で用いられている気候シナリオが生態系に及ぼす影響等の評価を前提としつつ、それ

らが変化要因（ドライバー）としてテーマ２，３，４の予測評価にどのような影響をもたらすかを分析
し、その結果を踏まえて気候・生態系政策を融合させたオプションの提示につなげる

研究開発内容
①気候シナリオのダウンスケー
リングとデータベース化

②気候変動を考慮した日本全国
スケールの土地利用変化モデ
ルの開発

③気候変動に対する生態系
サービス評価ツールの開発
④気候変動対策が生態系に及
ぼす影響に関する検討
⑤メガソーラー設置が生態系に
及ぼす影響に関する分析
⑥再生可能エネルギー普及と生
態系保全とを両立のための政
策検討

分析枠組
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将来の気候変動影
響を検討するために
必要な気候シナリオ
に関する情報収集、
整理（①）

テ
ー
マ
１

サ
ブ
テ
ー
マ
１
，
２

気候シナリオと土
地利用モデルを用
いた生態系に影響
する人為的活動予
測（②、③）

国内政策に関する統
合評価（④、⑤、⑥）

テーマ１ サブテーマ4



主な成果① 気候シナリオの整備
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文部科学省による気候変動適応技術社会実装プログラム（SI-CAT: Social Implementation Program on 
Climate Change Adaptation Technology）により、日本国内を対象としたIPCC AR5で用いられた2つのRCP
（代表的濃度経路）にもとづいた1kmメッシュ単位での気候シナリオを提供

時間
解像度

期間 RCP 気候パラメータ GCM

日単位

1950-2005

降水量
最高気温
最低気温
平均気温

CSIRO-Mk3-6-0
GFDL-CM3

HadGEM2-ES

MIROC5
MRI-CGCM3

2026-2050
2.6 
8.5

降水量
最高気温
最低気温
平均気温

CSIRO-Mk3-6-0
GFDL-CM3

HadGEM2-ES

MIROC5
MRI-CGCM3

月単位

1950-2005

降水量
最高気温
最低気温
平均気温

CSIRO-Mk3-6-0
GFDL-CM3

HadGEM2-ES
MIROC5

MRI-CGCM3

2026-2050
2.6 
8.5

降水量
最高気温
最低気温
平均気温

CSIRO-Mk3-6-0
GFDL-CM3

HadGEM2-ES
MIROC5

MRI-CGCM3



主な成果④ 気候変動対策が生態系に及ぼす
影響に関する検討
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気候変動政策 「地球温暖化対策計画（2016年）」「気候変動適応計画（2015年）」、生態系保
全政策「生物多様性国家戦略2012」３計画に掲げられた政策項目間の組み合わせにて、シ
ナジー（○）トレードオフ（×）が生じる可能性をインターネット検索機能を用いて分析

地球温暖化対策計画 生物多様性保全戦略の中の保全計画

大項目 中項目 生

態

系

ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク 重
要
地
域

の
保
全

自
然
再
生

環
境
影
響

評
価

森
林

田
園
地
域
・

里
地
里
山

都
市

河
川
・湿
原

沿
岸
・海
洋

農
林
水
産

業 エ
コ
ツ
ー
リ

ズ
ム

Ａ．産業部門 ○ △

Ｂ．業務その他部門 エネルギーの面的利用の拡大 △

その他（ヒートアイランド対策） ○

Ｃ．家庭部門 住宅の省エネ化 △

Ｄ．運輸部門 自動車単体対策 （排ガス削減等） ○ ○ ○

公共交通機関及び自転車利用促進 ○ ○

Ｅ．エネルギー転換
部門－再生可能エ
ネルギーの最大限
の導入

太陽光発電 メガソーラー × × × × ×

風力発電（陸） × × × × ×

風力発電（洋上） × × ×
地熱 × × × ×
水力 × × × ×
バイオマス × × △

その他GHG メタン（水田、畜産等） × △

温室効果ガス吸収源
対策

健全な森林の整備（間伐、林道整備等） ○ ○ ○

効率的かつ安定的林業経営育成 △ △ △ ○

木材及び木質バイオマス利用推進 ○ ○ ○

都市緑化等の推進 ○

低炭素型の都市・地域構造及び社会経
済システムの形成

○ ○

シナジー効果期待

シナジー効果期待

トレードオフ関係と
なる可能性高い。
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図 生態系サービス区分と土地利用区分

主な成果⑤ 気候変動対策と生態系保全とのトレードオフ
：メガソーラーによる生態系サービス減少量の推計

⚫ 現在の空中写真と過去の土地利用図の比較からメガソーラー設置に伴う土地改変量を分析したとこ
ろ、メガソーラー発電所の多くは森林を伐採し開発されていることが明らかになった

⚫ 次に土地改変に伴う生態系サービスの変化量の分析結果を下図に示す。本プロジェクトでは生態系
サービスとして木材供給・炭素貯留・流出特性を対象に変化量を解析したが、いずれも土地利用改
変量が大きかった森林で生態系サービスの変化量が大きかった



サブテーマ1(4)科学-政策インターフェースとアジア展開

研究開発内容
① SPI研究の枠組・方法論の整理と

スコーピング
② 日本国内のローカルSPI研究：

生物多様性地域戦略の自治体
アンケート調査、佐渡の事例研
究、自治体向けPolicy Briefとワー
クショップ（全テーマと連携）

③ 国際・各国のSPI研究：IPBES評価
報告書SPMの総会発言記録分析、
世界各国のCBD/IPBES交渉団へ
の質問調査

④ アジア展開：アジアワークショップ、
アジア各国のSPI現状調査、アジ

ア各国での統合化モデルの事例
研究（1(2)、2(3)、4(2)と連携）

研究開発目的・目標
⚫ 世界、アジア地域及び日本国内の科学-政策インターフェース（SPI）を強化するための要因分析
とそれに基づく政策提言

⚫ アジア地域諸国への統合モデルの適用とS-15全体の成果発信による各国の国別アセスメント
等への貢献

(Young, et al. 2013)等を基に整理

効果要件
✓ 科学的信頼性
✓ 政策関連性
✓ 正当性
✓ 反復性

SPI分析枠組
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サブテーマ1(4)日本のローカルSPI：生物多様性地域戦略

生物多様性地域戦略アンケート調査

⚫ 地域戦略策定済み66自治体の職員
と策定委員から387の回答

⚫ SPI要素の充実が知識の蓄積と活用
に寄与、特に策定委員会の効果大

⚫ 自治体の複数部門の参加が幅広い
生態系サービスの記載に寄与

佐渡市地域戦略の事例研究

⚫ 朱鷺認証米制度策定･普及過程の
ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ･ﾋｽﾄﾘｰ分析

⚫ 農家、自治体や関係省庁等を含む
地域内外のﾈｯﾄﾜｰｸに重要な役割

⚫ 近年の普及停滞の打開に部門間連
携と科学的根拠が重要、地域戦略
のﾛｰｶﾙSPIとしての役割に期待

自治体ワークショップ

⚫ R3/3/16に開催、19自治体が参加

⚫ 自治体の創意工夫と研究者の協力
の重要性、今後の支援への示唆

取組項目 知識の蓄積 知識の活用
検討委員会等 0.845 ** 0.837 **

地域拠点整備 0.176 0.380 *

自治体間ネットワーク 0.305 . 0.066 

独自調査・モデル事業等 0.298 . -0.003 

目録・データベース作成 0.314 . 0.305 

パブコメ・レビュー等 0.349 0.694 **

地域戦略策定の体制に関する指標 ES項目数

策定に際して連携した庁内関連部局の数 0.219 ***

策定に際して連携した他の行政組織の数 0.411 .

策定期間（月） 0.037 .

「トキの田ん
ぼを守る会」
無農薬栽培・
生物調査

朱鷺米認証
制度開始

認証圃場率
25%達成

認証の展開
が頭打ちに

「売れる佐渡米戦
略会議」、豊岡市
視察、環境省助成、

技術検証

佐渡版直接補償
国直接支払
朱鷺郷協議会
パイロット事業

中国からトキ
つがい寄贈

台風被害
佐渡市誕生

トキ放鳥開始

担い手減少・高齢化、トキがCRにダウンリスト

環境再生ビジョ
ン、所得補償

認証要件改定
更新手続き

地域戦略委員会
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サブテーマ1(4)国際・各国のSPI

IPBES評価報告書SPM総会発言記録分析

⚫ IPBESｱｼﾞｱ･ｵｾｱﾆｱ地域評価報告書と地球規模
評価報告書のSPM総会審議での各国発言を分
析

⚫ 地球規模評価報告書SPM審議への影響行使に
大きな地域バイアス、政策関連性と正当性に課
題

⚫ 影響力の弱い国の能力強化の必要性、各国の
影響力とオーナーシップ向上に地域アセスメント
が果たす役割

CBD/IPBES各国交渉担当への質問調査

⚫ CBD/IPBES交渉に参加する政府担当と科学顧
問計95名(74か国)に質問調査（右図：結果の例）

⚫ 多様なSPIメカニズム、概して効果的

⚫ 必ずしも重要な主体すべての参加が得られてい
ない

0 20 40

文書

会合

個⼈的な連絡

公共メディア

国際交渉への参加

連携

CBD対応

研究者

政策決定者

両方

SPIの種類（回答数）

欠けている主体（回答数） 19

0 10 20 30

研究者

メディア等

NGO等

先住民・地域住民

環境以外の部門

政治家等

地域の⾃治主体

民間企業等

その他



サブテーマ1(4)アジア展開：SPI強化、政策貢献と方法論適用

アジアSPIワークショップ

⚫ R1/10/21バンコク、IPBES科学-政策対話・
国別アセスメント能力強化WSと合同

⚫ 北東･東南アジア10か国のCBD/IPBES担当
者と科学者計35名が参加、各国のSPIの現
状と課題を共有

⚫ 国別アセスメントを4か国が実施中又は予定、
S-15の成果や方法論、特に統合モデルに
関心

統合モデルのアジア展開

⚫ フィリピン：オープンな地理空間データを用
いた高解像度都市変化モデリングを実施、
データ制約下での土地利用変化モデリング
の実行可能性を検証

⚫ インド：スンダルバンズデルタの文化的生態
系サービスの参加型空間特性評価、能登で
の研究手法(Hashimoto et al. 2015)を応用

⚫ インド：ナガランド先住民自治州の伝統知
識･慣習が持続可能な移動耕作(Jhum)に果
たす役割とその傾向を評価

6

2 1

関心トピック（回答国数）

精神的 審美的 教育的

レクリエーション 遺産 ディスサービス

インド・スンダルバンズデルタの文化的サービス空間特性評価
(Dasgupta et al. 2021)



環境政策等への貢献
【国内】

⚫ 本テーマの成果は、環境省による生物多様性及び生態系サービスの総合評価（JBO3）の報告書に
複数ページわたって記載されたほか、次期生物多様性国家戦略検討会の資料として活用された

⚫ 農林水産省による農林水産生物多様性戦略の見直しへの貢献

⚫ ダウンスケーリングしたシナリオごとの気候モデル（GCM）データを整備し、他の本課題参画者に共
有したことで、間接的に環境政策に貢献できた

⚫ 生物多様性地域戦略に関する全国自治体ワークショップを環境省と共催、今後の地域戦略策定・
見直しに関して自治体向けに解説した政策提言(PANCES Policy Brief No.5)を紹介、今後の自治体に
よる地域戦略の新規策定や改定に向けた議論を深めた

【海外】

⚫ FAOが主導する世界農業遺産(GIAHS)の日本における初めての認定地域としての能登・佐渡の自
然資本・生態系サービス等の学術的観点からの知見を生物多様性条約の締約国会議(COP13及び
COP14)のサイドイベント等において国際的に発信

⚫ 2019年6月には、G20持続可能な成長のためのエネルギー転換と地球環境に関する関係閣僚会合
にあわせて、軽井沢の開催会場の展示ブースにおいて環境省の代表的な取り組みのひとつとして、
S-15の研究成果を紹介するビデオが放映された

⚫ IPBESのアジア・太平洋地域アセスメント、地球規模アセスメント、主題別アセスメントに執筆者（CLA, 
LA）および学際的専門家パネルメンバーとして貢献

⚫ IPBESシナリオ＆モデルタスクフォースとS-15が共同で次世代シナリオNature Futures 
Framework(NFF)について検討する専門家ワークショップを2020年2月日本にて開催し、S-15の研究
成果をIPBESのシナリオ・モデリングのコミュニティーに広く還元

⚫ 東アジア地域における国レベルでの生態系評価を通したCBDの科学-政策対話の実施支援に関す
るワークショップにて、S-15の研究成果を北東アジアの研究者・政策決定者に還元した

21



研究成果の発表状況

22

査読付き論文 58件

査読付き論文に準ずる成果発表 2件

その他誌上発表（査読なし） 22件

口頭発表（学会等） 81件

「国民との科学・技術対話」の実施 46件

マスコミ等への公表・報道等 1件

本研究に関連する受賞 2件


